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研究成果の概要（和文）：　世界のジャポニカ米における生産、流通、品質、消費等の主な研究結果は次の通
り。1．味に対する国際競争には中国を筆頭に各生産国とも過去にない強力な努力を傾注している、2．中国のジ
ャポニカ米生産は今や国内全コメ生産面積の43%を占め、今後もシェアを拡大し、輸出拡大の可能性がある、3．
日本、イタリア（伊）、カリフォルニア（加）のコメ生産コストを比較分析したところ日本のコストは伊の1.5
倍から2.2倍、加（コシヒカリ）の1.7～2.5倍であることが判明、日本のコストは1㎏当たり100円のレベルが求
められる、4．加のコメ生産面積は他作物との競合により、生産拡大が今後も困難である。本年夏に著書出版予
定。

研究成果の概要（英文）：　　The global japonica rice for production, marketing, 
quality/palatability, and consumption was studied in this project.  Our main findings are as 
follows: 1. Many countries have been striving for better quality of japonica rice, and it is 
particularly so in China; 2. Chinese japonica rice production was found to be accounting for 43% of 
total rice area, an enormously large producing country, indicating that the share and its exports 
will increase; 3. A detailed analysis on production costs of rice in Japan, Italy, and California 
was conducted and found that Japanese costs were 1.5 to 2.2 times as high as of Italy and 1.7 to 2.5
 times of California, rendering a new target for Japan to reduce their costs to approximately 100 
yen per 1 kg (brown rice base); 4. Production increases of rice in California may be quite difficult
 due to the economic advantages of the competitive crops over rice such as nuts, fruits and 
vegetables in the long run.

研究分野： 農学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　ジャポニカ米の生産・消費では他国に比べ突出している中国についてその生産構造や品質改善策の状況を本研
究により新たに詳しく提示することができた。また、日・伊・加の生産コストのより精緻な比較手法において日
本のコストの削減の目標が示唆されることとなった。これらは、味・品質の観点からも同時に考慮されるべき
で、本研究における学際研究の成果が新たな知見として輩出された。世界に広がる日本食ブームに後押しされ、
日本の農産物や食産業が海外に進出している中で、本研究の成果は重要な情報になると思われる。
　本研究の詳細が本年夏までに著書出版の形で公表されるべく、全研究メンバーにより準備を進めている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
世界における日本食ブームは 1990 年代にアメリカで始まったが、その後は全世界に広がり、

2000 年代に入ってその勢いは益々強くなる傾向にあった。そのため、日本からの農産物輸出も
拡大し、世界では各地でその日本食のメインとなるジャポニカ米の生産が着手・拡大されていっ
た。歴史的にはジャポニカ米は世界のコメ全体からみればインディカ米に比べ圧倒的に少なく、
コメ生産の主要国においてもデータは少なく、世界の情報が農業界、産業界から求められていた。 
 本研究チームは 2013 年から 2015 年にわたり、日本からみた世界のジャポニカ米の生産・流
通・日本食ブームの状況について研究してきた経緯があるが、さらに踏み込んで各生産国におけ
るジャポニカ米の需要拡大の可能性、品質管理の現状、生産拡大の可能性などについて国の内外
から情報が強く求められていた。 
 
２．研究の目的 
上記の背景やニーズを踏まえ、設定した本研究の主な目的は下記の通り： 

(1) 世界最大のジャポニカ米生産国である中国のコメ生産・消費状況、特にジャポニカ米の状況
について生産量、品質、食味、今後の生産量、輸出拡大の可能性、良食味品種の開発能力に
ついて調査分析、 

(2) 政治的に圧倒的影響力を持つ米国のジャポニカ米の動きについて新たな資料収集及び解析、 
(3) 東南アジア地域やその他の国々のジャポニカ米の生産状況等に関して情報収集、 
(4) ジャポニカ米の主要生産国における生産コストを同じ算出法の下に算出し比較・解析、 
(5) 世界の日本食ブームの現状と今後の動きに対する情報収集と解析、消費者の受け止め方、味

に対する識別能力などについて情報収集を行い、日本食ブームの今後の可能性について解
析、 

(6) ジャポニカ米の品質レベルと価格設定との関連性について解析、 
(7) 米国、ミャンマー、日本における日本食等に関するアンケート調査、 
(8) シンポジウムの開催やホームページにより情報やデータの公開、発信。 
 
３．研究の方法 
国際ネットワークの構築及び研究メンバーの現地調査による情報収集、ネットワークにおい

ては経済系の専門家、さらにはコメの育種専門家との学際的集団の構成による情報収集と学際
的解析を主な研究手法とした。加えて、既存の分析機器によるコメ品質の解析、及び、ジャポニ
カ米の官能食味試験パネルの設置により国内産および海外産ジャポニカ米の品質分析を行う。 
 
４．研究成果 
主な研究成果は下記の通り： 
(1) 中国のジャポニカ米について： 
  中国は年間で 1億 4千万トン（精米換算）と世界最大のコメ生産・消費国である。そのうち、
ジャポニカ米のシェアはこれまで推測の域でしかなかったが、本研究では現地調査や現地専門
家の協力を得てジャポニカ米の生産市・省・区別、生産季別（双季早稲、双季晩稲、一季中稲、
一季晩稲）、単収などのデータを収集・解析し、ジャポニカ米の生産面積のシェアをそれぞれの
地域ごとに算出した。それによると、2017 年産の場合は中国全地域のジャポニカ米のシェアは
全稲作面積の 43%、インディカ米が 57%との結果を得た。また、ジャポニカ米の単収はインディ
カ米のそれより約 2 割ほど多いため、生産量からみると約半分はジャポニカ米が占めると計測
される。これは 1990 年代初頭のジャポニカ米のシェアが 25％前後とみられていたことからすれ
ば大きな拡大である。中国では全国的にジャポニカ米へのし好が根強く、ジャポニカ米の生産の
シェアは今後も拡大していくものと推察された。 
 一方、コメの食味に対する研究も政府支援の下、各生産地域が競争して進めており、その中で、
ジャポニカ米の品種開発、食味評価方法の開発、パネルの設置・養成など食味向上に向けた体制
が強力に進められていることが判明した。そもそも中国では長江河口流域を中心にジャポニカ
米が伝統的に消費されていた歴史があり、ジャポニカ米に対する味の感覚には鋭いものがある
とみられ、官能食味試験評価のパネルにもその識別能力の高さが表れている。ただ、日本に比べ、
さらなる訓練は必要であるが、すでにその体制に向けて準備が進められており、今後の良食味米
品種の開発にも期待が寄せられる。 
 中国はコメの生産・消費量が世界最大であるが、在庫量も群を抜いて世界最大で、過剰在庫と
思われるほどに膨大な量に達している。2019 年度には年間消費量の 80%が在庫として存在して
おり、この拡大傾向も終息していない。インドがかつて膨大な在庫を抱えながら、一気に輸出に
向けて、今や世界最大のコメ輸出国となっているが、中国も今後はコメ輸出が重要な課題となろ
う。 
 
(2) 米国のジャポニカ米について： 
 米国におけるコメ流通は生産量や輸出量が少ないにもかかわらず常に世界から注目されてい
る。それは市場価格（インディカ米のシカゴ相場とカリフォルニア州産ジャポニカ米の市場価格）
を常に世界に発していること、さらに、コメの輸出は年間 300 万トンから 350 万トンのレベルで
世界第 4 位の位置を維持していること、また、ジャポニカ米の輸出量では伝統的な輸出国となっ



ていること、などが関係している。米国のジャポニカ米はほぼ 100%が加州で生産されている。
加州の全域が半乾燥地帯であるため、干ばつの影響を稲作も受けるが、近年では気象変動の影響
を受けて作付け時の長雨の影響で不作となることが見受けられる。また、加州産ジャポニカ米は
南部産インディカ米に比べ市場価格が 1995 年以来常に高く、変動はあるものの最近数年間でも
安い時で 1.4 倍、高い時は 1.6 倍前後で取引されている。このため、南部においても加州産品種
のジャポニカ米を生産したいという意向もあるが、これは加州の法律により、加州で開発された
コメ品種は他州での作付けは許可されていない。その一方で、南部ではインディカ米のハイブリ
ッド米を導入し、単収増と収益の拡大を図っている。南部の稲作主要地であるアーカンソー州で
は作付けのほぼ半分がハイブリッド米となっている。南部もジャポニカ米の生産適地ではある
が、需要が明確にならない限り、コシヒカリなど日本産品種の生産には至らない。 
 加州のジャポニカ米生産拡大の可能性においては、これまで水量の制限が最大の要因とみら
れてきたが、それより他作物の高い生産性・収益性がむしろ大きな壁となっている。稲作の中心
地であるサクラメント平野においてアーモンドなどのナッツ類、さらにトマトやブドウなどが
より収益性が高いとして、コメ生産者の関心をそそっている。サクラメント市から南に 100 ㎞ほ
どのサクラメント・デルタ地帯では天井川による水の豊富な農業地帯であるが、稲作はわずかで
拡大の様相はあまり見られない。こうしたことから、今後の加州におけるジャポニカ米生産は拡
大よりむしろ縮小に向かう可能性が示唆された。 
 
(3) 東南アジア地域について： 
 東南アジア諸国においてもジャポニカ米の生産は盛んである。インディカ米に比べ、その規模
は微々たるものであるが、世界のジャポニカ米市場流通においてある一定の地位を占めている。
特に、ベトナムのメコンデルタ地帯において、すでに日本の企業の出資による精米所（Angimex-
Kitoku 社）があり、ここを拠点にジャポニカ米の生産が拡大しつつある。タイでも比較的冷涼
な北部を中心に 1990 年代からジャポニカ米が生産され、また、近年では平地においても生産が
拡大されている。さらに、ミャンマーでも大量のジャポニカ米生産が予定されるなど、東南アジ
ア地域ではすでに過剰生産の状況を呈しており、より積極的な域外への輸出が課題となってい
る。稲作地帯としてはすでに広大な面積でインディカ米が生産されており、ジャポニカ米の消費
先さえ確実なものがあれば、ジャポニカ米生産への転換も一部では比較的早く実現されよう。 
 
(4) ジャポニカ米生産コストにおける国際比較： 
 コメの生産コストの国際比較において、各国で発表されている生産コストにはその計測手法
において多少の違いが見受けられる。本研究では単収の計測の仕方をアメリカ（加州）のコシヒ
カリ生産者の場合と調整をして比較した。特に、籾、粗玄米、精玄米、精米をそれぞれ算出し、
それを日本の標準生産コスト（玄米換算）に生産コストを調整し詳細に比較分析した。その際に
伊産のコメは日本のコメの味に近い Selenio とし、さらに日本の稲作農家は規模が 100ha 以上
のデータを使い、それぞれ比較した。その結果、単収は日本産、伊産、加州産がそれぞれ 5.21
トン、4.95 トン、4.00 トンであった。生産コストは日本産を 100%とした場合、伊産が 45～67%、
加州産が 40～61%であった（それぞれのコストの範囲は為替レートの変化を想定）。つまり、日
本のコストは伊産の 1.5 倍から 2.2 倍、加州産（コシヒカリ）の 1.7～2.5 倍であることが判明。
日本のコストは今後は 1㎏当たり 100 円のレベルが求められることが示唆された。 
 
(5) 世界の日本食ブームの現状と今後の課題について： 
 世界の日本食ブームは日本食レストランの数では 2019 年には 156,000 店で 2 年前の 118,000
店に比べ 32%増となっており、ブームの勢いは継続されているようだ（農林水産省、2019）。日
本産米の輸出量も 2019 年が 17,381 トン、前年比 26%増で、順調な伸びを示している（同、2020）。
こうした日本食ブームはアメリカでは東部において Hibachi という名称が日本食レストランを
代表する名称となっている。これまでの中国レストランがそのメニューに寿司や刺身、その他の
和食を取り入れて、名称まで変更する状態である。アメリカで発生するブームはどのようなもの
でも世界にインパクトを与えることが多いが、米国で日本食ブームが続いている状況下では世
界の日本食ブームも続くことになろう。 
 しかし、その一方で近年、欧米で新たなブームを起こしているのがヴィーガン食（Vegan）で
ある。肉類、酪農製品類、魚類を摂取せず、植物由来（野菜、豆、根菜、ナッツ、フルーツ、海
藻など）の食物を摂取する。このヴィーガン食は 20 世紀半ばにイギリスで始まったものである
が、その後アメリカやその他の欧米諸国に広がっている（Vegan Society, 2014, 2020）。食によ
る健康志向から賛同する人々が多く、動物愛護や環境保護の観点から参加する人たちもある。レ
ストランやスーパーもこのヴィーガン食ブームを視野に入れて変化しており、心臓病や糖尿病
など、いわゆる生活習慣病で悩む人の多い米国では今や消費者の 6%がヴィーガンという報告も
ある。 
 日本食ブームは「健康食」としてのイメージで世界に広がっていった経緯がある。しかし、こ
こにきて、日本食が取り入れている肉類や魚、そして酪農製品、さらに精米をすべて拒絶するヴ
ィーガン食がブームになりつつある。穀類に関しては精米など、加工された穀類は拒絶し、玄米
を推奨している。こうした新しい世界の動きの中で、日本食の在り方は今後どう対応されるべき
なのか、新たな課題となろう。 



 
(6) ジャポニカ米の品質レベルと価格の関連性: 
 日本国内において、コメの価格は消費者がコメを購入するうえで最も重要な項目となってい
る（日本政策金融公庫、2020）。続いて、産地名や品種名が掲げられているが、そのことはコメ
の味や外観、品質、安全性が重要であることを物語っている。そうした中、日本産のコメの味が
どれほど価格に連動されているか、本研究で分析した。本研究で設置している官能食味試験パネ
ル（24 人）を使い、全国の 25 銘柄品種を分析した。使用したコメは市販の 2019 年産、かつ、
生産現地販売のもの、また、価格は比較的統一された農水省の公開データ「米の相対取引価格」
（2019 年 12 月）を引用した。 
分析結果は：①同じ食味評価値でありながら、価格は玄米 60㎏当たり最大 5千円の差がみら

れるものがある、②全体的に食味評価のより高いコメがより高い価格に設定される傾向は確認
できたものの、価格が例外的に高く設定されているものもある。これらの結果から、食味評価が
高いにもかかわらず価格が低い銘柄米は、食味がより強く価格に反映されるべく手段を検討す
る必要があることが示唆された。 
 
(7) 米国、ミャンマー、日本における日本食等に関するアンケート調査： 
① アメリカでは日本食に対する定着度を調べた。米国では玄米へのし好が高所得者層に強い

こと、これは米国政府による「アメリカ人のための食事ガイドライン、2015-2020」が「少なく
とも半分は全粒穀物（玄米など）」を推奨していることも関係しているようだ。このため、日本
食の中に玄米を取り入れることも日本食が定着するためには重要な課題であることが示唆され
た。さらに、ジャポニカ米に関心を持ちながらも、どこで販売されているかわからない、という
回答も多く見受けられた。 
② ミャンマーにおける女子学生に対するアンケート調査では、日本食に対し 3 分の 1 が「興

味がある」と回答し、日本食レストランでの食事の経験は 14%に過ぎなかった。また、日本食に
対しても「好き」の回答者が 43%、「嫌い」が 22%、「どちらでもない」が 34%となり、若い人たち
でもインディカ米を通常は食べている状況下では必ずしも日本食が圧倒的に好き、ということ
ではなかった。また、本研究による食事調査の結果、ミャンマーの若い女性は大量のコメ摂取に
伴って塩分と油脂の過剰摂取がみられ、その一方で、タンパク質、ビタミン、ミネラル、食物繊
維の摂取不足がみられた。 
③ 日本の女子学生に対するアンケートでは、現代の若い世代の女性では 4 人に 3 人が現在の

体重よりも「痩せたい」と望んでいることが判明。その痩せ志望の対象者に夕食時における「主
食抜き」による手軽なダイエットで糖質制限をしている傾向がみられた。こうした傾向は日本に
おいて今後もコメ離れが継続していく可能性を示唆したものでもあると受け止めることができ
る。 
 
(8) 研究成果の発信・情報公開について： 
 ① 本研究の成果は逐次ホームページにて発信しており、毎月データを更新している「世界の
食料統計」（コメを含む）と国際価格データを http://worldfood.apionet.or.jp にて公開して
いる。また、2017 年度及び 2018 年度にシンポジウムを開催し、本科研の研究成果の途中成果を
含めて発表した。その発表内容も同ホームページにて公開している。 
 2017 年 3月：九州大学箱崎キャンパス（代表、伊東の定年退職記念講演を兼ねる） 
 2018 年 6月：宮崎市・青島、ANA ホリデイ・イン リゾート宮崎 
 ② 本科研の全体の研究成果については、著書の出版を 2020 年夏に予定している。すでに、
2020 年 3 月末の段階で大半の原稿を完成し、その後は残る原稿の作成と共に校正の段階に入っ
ている。 
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